
  
  

令 和  ６  年  ７  月  １  日 

不動産・建設経済局参事官 

（ 不 動 産 管 理 業 担 当 ） 

 

住宅宿泊管理業者への 

全国一斉立入検査結果(令和５年度) 

国土交通省では、令和５年６月から令和６年３ 月にかけ、全国 38 業者の住宅宿泊管理

業者へ立入検査を実施し、うち 34 業者に是正指導を行いました。 

引 き続 き、立 入 検 査 等 を通 じて住 宅 宿 泊 管 理 業 の適 正 化 に向 けた指 導 を行 って参 りま

す。 

 

住宅宿泊管理業者は、住宅宿泊事業法（以下「法」という。）に基づき適正に住宅宿

泊管理業を営むことが必要です。 

このため、令和５年度において、法に基づき、全国 38 業者に対して立入検査を行う

とともに、34 業者に対して是正指導を行いました。 

是正指導事項別の指導件数は、「証明書の携帯等義務違反」及び「帳簿の備付け等義

務違反」が最も多く、次いで「住宅宿泊事業者への定期報告義務違反」となっており、

多くの住宅宿泊管理業者において、法に対する理解不足がみられる結果となりました。

（別添参照） 

なお、34 業者すべてにおいて是正等がなされたことを確認しています。 

国土交通省としては、引き続き、立入検査等を通じた指導を行い、法令違反に対し

ては、法に基づき、厳正かつ適正に対処して参ります。 

 

 

 

 

【お問合せ先】 

不動産・建設経済局 参事官付    相澤・伊佐 

電話番号    03-5253-8111 （内線 25136）  

 

 


